
*1 鹿児島ＣＣＵネットワーク：鹿児島市及び鹿児島市周辺の心臓救急医療体制の確保を目的とした，鹿児島

市内の循環器系の診療科を有する６医療機関の輪番制による24時間の診療体制

〈参加医療機関〉鹿児島大学病院心臓血管内科，国立病院機構鹿児島医療センター，

鹿児島市立病院，鹿児島市医師会病院，中央病院，総合病院鹿児島生協病院

２ 事業別の医療連携体制

救急医療や災害医療，離島・へき地医療，周産期医療，小児・小児救急医療に係る医療

連携体制を整備し，住民が迅速かつ適切に医療サービスを受けられる地域社会の形成を目

指します。

(１) 救急医療

【現状と課題】

ア 初期救急医療

○ 圏域において外来で対応可能な軽度の救急患者に対する医療は，熊毛地区医師会等

による在宅当番医制により実施されています。

地区別の平成30年8月現在の参加医療施設数は次のとおりです。

【表69】在宅当番医制参加医療施設数

実 施 地 区 参加医療施設数

種 子 島 地 区 ６

屋 久 島 地 区 ０

［熊毛地区医師会等］

○ 種子島地区は日曜祭日と年末年始の在宅当番医制，それ以外の日は２病院で任意応

需制であります。

屋久島町は，１病院で任意応需制であります。

イ 第二次救急医療

○ 入院を必要とする重症の救急患者に対する医療は，圏域では，救急医療の中心的役

割を果たしている民間病院（１か所）を救急医療施設として位置付けることにより確

保が図られています。

ウ 第三次救急医療

○ 直ちに救命処置を要する重 篤な救急患者に対する医療は，鹿児島市立病院救命救
じゅうとく

急センター及び鹿児島大学病院救急救命センターが県全域を担っています。

また，循環器救急に常時対応できるよう国立病院機構鹿児島医療センターや鹿児島

大学病院などにより，鹿児島ＣＣＵネットワーク
*1
が組織され，相互連携が図られてい

ます。

エ 精神科救急医療体制

○ 圏域における精神科医療施設は種子島に１病院がありますが，屋久島には常設の精

神科医療施設はありません。このため，屋久島の精神科医療は，救急時を含めて主に

屋久島外の精神科病院との連携により対応しています。
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*1 救急告示医療機関：「救急病院等を定める省令」に基づき，消防機関により搬送される傷病者を24時間体

制で受け入れる病院・診療所で知事が告示した医療機関

○ 県の精神科救急医療体制については，日祝日年末年始の病院郡輪番方式による当番

病院や平日夜間，土曜日，祝日等の精神科救急情報センターを整備し，消防機関等か

らの受入要請等に対応しています。また，平成27年10月からは，平日夜間・祝日等の

電話相談窓口や精神科救急地域拠点病院を２か所指定し，24時間365日の救急医療体

制を整備しています。

オ 救急搬送体制

○ 救急隊によって搬送される救急患者の医療を担当する救急告示医療機関*1として，圏

域では平成29年7月10日現在で３施設が認定されています。

【表70】救急告示医療機関

地 区 医 療 機 関 名

種 子 島 公立種子島病院，種子島医療センター

屋 久 島 屋久島徳洲会病院

［県保健医療福祉課］

○ 救急車による搬送件数は年々増加しており，急病による搬送件数が半数以上を占め

ています。

○ 圏域から鹿児島市の医療施設へ県ドクターヘリや高速船等により搬送される救急患

者は，近年増加傾向にあり，平成28年は112人を搬送しています。

○ ドクターヘリは，平成23年12月の運航開始後搬送件数は増え，圏域では，平成28年

度中に73件の搬送を行っています。

【表71】圏域の救急搬送患者数 （単位：人）

年次 急 患 交通事故 一般負傷 その他 計

平成23年 1,194 112 279 264 1,849

平成24年 1,281 122 293 257 1,953

平成25年 1,308 111 285 298 2,002

平成26年 1,285 118 296 281 1,980

平成27年 1,323 108 353 254 2,038

平成28年 1,378 94 382 300 2,154

［熊毛地区消防組合消防年報］

【表72】圏域からの島外搬送手段別搬送人員 （単位：人）

［熊毛地区消防組合消防年報］
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【図50】圏域の疾病分類別・傷病程度別急病搬送人員（平成28年中）

カ 救急医療情報の収集・提供

○ 「傷病者の搬送及び受入れの実施に関するルール（実施基準）」で，患者の観察・

医療機関の選定・患者の状況の伝達の実施基準が定められており，実施状況を検証す

るとともに，救急搬送情報と救急搬送後の転帰情報等を分析するなど，搬送機関と医

療機関の情報の共有が図られています。

【地域診断からみた課題】

○ 地域の救急医療の充実のために重要なことについて，平成28年度県民保健医療意識

調査結果で見ると，「夜間・休日でも診療してもらえるような体制をつくること」が

８割以上と最も高く，次いで「救急車だけでなく，医師などが同乗するドクターカー

やドクターヘリの充実」が４割以上を占めています。

こうした結果からも，時間外でも受診できる体制の確保を進める必要があります。

（単位：人）

傷病程度

疾病分類

脳　疾　患 2 38 79 16 135

心　疾　患 23 31 77 28 159

16 81 24 121

18 91 21 130

1 20 33 54

33 32 65

1 4 35 14 54

2 12 16 4 34

8 136 71 215

11 13 242 145 411

39 141 810 388 1,378

【熊毛地区消防組合】

不　　明　　確

合　　　　　計

死　亡 重　症

循
環
系

消　　化　　系

呼　　吸　　系

精　　神　　系

感　　覚　　系

泌　　尿　　系

中等症 軽　症 計

新　　生　　物

そ　　の　　他
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【施策の方向性】

ア 救急医療体制の普及啓発

○ 初期（軽症患者）・第二次（重症患者）・第三次（重 篤患者）の救急医療体制の
じゅうとく

役割や位置付けを理解し，病状に応じた受診機関を選定できるなど，救急医療に対す

る地域住民の正しい理解を促進するため，市町や保健・医療関係機関団体等との連携

のもとに，各種広報媒体等を活用した普及啓発を実施します。

○ 救命率の向上を図るため，バイスタンダー（救急現場にいた者）が救急車到着まで

の間に心肺蘇生法（人工呼吸，心臓マッサージ，ＡＥＤ（自動体外式除細動器）使用
そ せ い

方法等）を行うことの重要性について，地域住民に啓発し，研修会等の実施を促進し

ます。

イ 初期救急医療体制の整備

○ 夜間にも十分な初期救急医療が確保されるよう，市町及び地元医師会等による体制

の整備を推進するとともに，身近な救急医としての「かかりつけ医」の普及・定着を

促進します。

ウ 第二次救急医療体制の整備

○ 第二次救急医療が円滑に提供されるよう，引き続き医師の確保対策や診療機能の充

実を促進します。

エ 精神科救急医療体制の整備

○ 種子島においては，精神科医療施設との更なる連携を図ります。屋久島においては，

常設の精神科医療施設がないことから，住民への精神科救急医療に関する情報提供や

保健所による相談体制等の充実を図ります。

○ 身体疾患で救急医療が必要になった精神疾患患者への対応を充実するため，救急医

療機関と精神科医療機関の連携強化を図ります。

オ 救急搬送体制の充実

○ 救急患者の搬送途上の救命率の向上を図るため，救急救命士の養成確保に努めると

ともに，救急救命士による高度な救命処置が可能な救急救命士運用隊の充実・確保を

図る必要があることから，一般の救急車より高度な救急医療機器を装備した高規格救

急車の整備を促進します。

○ 離島などの重 篤救急患者をヘリコプターで迅速に搬送するため，関係機関との連
じゅうとく

携の充実を図るとともに，添乗医等の円滑な確保を行うため鹿児島県市町村総合事務

組合（旧離島緊急医療対策組合）の活動を引き続き支援します。

○ ドクターヘリについては，消防・防災ヘリ，自衛隊ヘリによる搬送との役割を分担

することにより，効果的な救急医療体制を確保し，円滑な運用に努めます。
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カ 救急医療従事者に対する研修

○ 救急医療従事者の技術向上を図るため，救急医療に関する研修会に対する医療従事

者の積極的な参加を促進します。

キ 救急医療に関する医療連携体制

【図51】救急医療連携体制図

救急医療連携体制図

在宅等での生活

発

症

搬

送

時

連

携

転

院

時

連

携

○24時間365日救急搬送受け入れ（複数診療科にわ

たる重篤な傷病者）

○傷病者の状態に応じた適切な救急医療

第三次救急

○24時間365日救急搬送受け入れ

○傷病者の状態に応じた適切な救急医療

・種子島医療センター ・公立種子島病院

・屋久島徳洲会病院

第二次救急

○在宅等での療養を望む
傷病者に対する退院支援

○合併症，後遺症のある傷
病者に対する慢性期の医
療

救急後医療

｛住民等｝
○救急搬送要請及
び救急蘇生法

｛救急救命士｝
○救急救命士の適
切な活動

○適切な救急医療
機関への直接搬送

・西之表消防署
・中種子分遣署
・南種子分遣所
・屋久島北分遣所
・屋久島南分遣所

救 護

○傷病者の状態に応じた適切な救急医療

・せいざん病院 ・種子島産婦人科医院
・百合砂診療所 ・中種子クリニック ・ともファミリ－クリニック
・門野医院 ・小瀬田みんなの診療所 ・仲医院
・屋久島尾之間診療所 ・屋久島町栗生診療所
・屋久島町口永良部へき地出張診療所
・屋久島町永田へき地出張診療所 ・和田医院

初期救急
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【表73】救急医療連携体制図

救　　護 第　二　次　救　急 第　三　次　救　急 救命期後医療

●周囲の者による救急搬送要請・救急蘇生法 ●傷病者の状態に応じた適切な救急医療の提供 ●24時間365日救急搬送受け入れ ●合併症，後遺症のある傷病者に対する

目 ●ＭＣ体制による救急救命士の適切な活動 ●傷病者の状態に応じた適切な救急医療の提供 　慢性期の医療

標 ●適切な救急医療機関への直接搬送

熊毛地区消防組合 ・せいざん病院　・種子島産婦人科医院 ・種子島医療センター ●救命救急センターを有する病院

　・西之表消防署 ・百合砂診療所　・中種子クリニック ・公立種子島病院

　・中種子分遣所 ・ともファミリークリニック　・門野医院 ・屋久島徳洲会病院

　・南種子分遣所 ・小瀬田みんなの診療所　・屋久島尾之間診療所

　・屋久島北分遣所 ・仲医院　・屋久島町口永良部へき出張地診療所

　・屋久島南分遣所 ・屋久島町栗生診療所

・屋久島町永田へき地出張地診療所　・和田医院

【住民等】 ●傷病者に対する外来診療 ●救急医療に関する知識・経験を有する医師 ●重篤な救急患者の常時受入 ●再気管切開等のある患者の受け入れ

●救急蘇生法の実施，救急搬送要請 ●近隣医療機関との連携 ●高度な治療に必要な施設・設備 　体制

●対応可能時間等の周知 ●必要な施設・設備 ●救急医療に関する知識・経験を有する ●抑遷延性意識障害等を有する患者の

●早期のリハビリテーションの実施 　医師 　受入体制

【救急救命士等】 ●精神疾患を合併する患者の受け入れ

●救急蘇生法等に関する講習会の実施 ●医療従事者に対する研修の実施 ●急性期のリハビリテーションの実施 　体制

●ＭＣ協議会プロトコールに則した判断・処置 ●居宅介護サービスの調整

●ＭＣ体制の充実

【メディカルコントロール（ＭＣ）協議会】 ●地域の救急医療の充実・強化

●救急活動プロトコールの策定・検証・改訂

救急医療連携体制
初　期　救　急

医

療

機

関

等

求
め
ら
れ
る
事
項

（
抄

）

連

携 ●退院の困難な患者を受け入れることができる医療機関との連携

●搬送先医療機関の選定，搬送手段の選定，傷病者の速やかな搬送
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（２） 災害医療

【現状と課題】

○ 国内では平成23年3月の東日本大震災，平成28年4月の熊本地震，県内では，平成23年

9月及び同年11月の奄美豪雨など大規模な災害が発生しました。

圏域では，平成18年と平成24年には，種子島と鹿児島市を結ぶ航路上で高速船衝突事

故，平成27年5月には口永良部島の新岳の噴火も発生し，平成30年10月に小噴火が持続し

ていることから，災害時医療の重要性が改めて認識されました。

○ 県では，「災害時派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）」の効果的な運用のため，県災害派遣

医療チーム運営要綱や活動要領等を，災害時に被災した精神科医療機関の支援等を行う

「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）」の効果的運用を図るため，県災害派遣精神医

療チーム運営要綱を制定しています。

また，「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」を運用し，被災地域での迅速

で適切な医療・救護に関わる各種情報を集約・提供することとしています。

○ 災害時において保健所は，管内の医療機関の診療や被災の状況等の把握及び情報提供

を行うとともに，災害時に集合する医療救護班の配置調整などを行う必要があります。

また，災害医療は医療機関と消防機関のみで対応できるものではなく，行政機関，医

師会等の医療関係団体，ライフライン事業者，自治会等の住民組織など，様々な機関・

団体との連携が必要です。

○ 県では県内７か所の病院に医薬品等の備蓄を行うとともに，医薬品等の優先的な確保

に関する協定を鹿児島県医薬品卸業協会及び鹿児島県医療機器協会と締結し，医薬品等

の安定的な供給体制を整備しています。

………備蓄場所 県内７か所の病院

（鹿児島市立病院，済生会川内病院，鹿屋医療センタ－，県立大島病院，県立薩南病

院，県立北薩病院，霧島市立医師会医療センター）

…………備蓄量 合計９セット（9,000人分）

（鹿児島市立病院３セット，その他の病院各１セットを設置）

【表74】緊急医薬品等の備蓄内容１セット1,000人分

緊急医薬品等医療セット 品 名 等 品目数

診療・外科的治療用具 聴診器，血圧計，注射器，心電計他 59

蘇生・気管挿管用具 蘇生器，喉頭鏡，酸素用吸引器 他 43

医薬品関係 抗生物質，局所麻酔薬，外用薬 他 74

衛生材料関係用具 包帯，ガ－ゼ，絆創膏，脱脂綿 他 28

事務用品 患者表，患者カルテ，救護日誌 他 29

保管用ジュラルミンケ－ス １セット（（大）９ （小）１）

合 計 233

［県薬務課］
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○ また，従来から，災害時において地域の医療機関を支援するための災害拠点病院を

14か所指定しています。

【表75】災害拠点病院一覧 （平成29年10月末現在）

区 分 保健医療圏 医療機関名 所在地

基幹災害 鹿児島 鹿児島市立病院 鹿児島市
拠点病院

鹿児島市医師会病院

鹿児島 鹿児島大学病院 鹿児島市

米盛病院

鹿児島・南薩 鹿児島赤十字病院 鹿児島市

地域災害 南 薩 県立薩南病院 南さつま市

拠点病院 川 薩 済生会川内病院 薩摩川内市

出 水 出水総合医療センター 出水市

姶良・伊佐 県立北薩病院 伊佐市
霧島市立医師会医療センター 霧島市

曽 於 曽於医師会立病院 曽於市

肝 属 県民健康プラザ鹿屋医療センター 鹿屋市

熊 毛 種子島医療センター 西之表市

奄 美 県立大島病院 奄美市

［県保健医療福祉課］

【施策の方向性】

ア 災害医療救急対応の確立

○ 離島の特性から，可能な限り島内で医療を完結しなければならないため，傷病の重

篤度に応じた医療機能分担が必要となります。しかしながら，現時点では十分な機能

分担が確立されていないため，さらなる推進に努めます。

○ 大規模災害により種子島医療センターや屋久島徳洲会病院での対応が困難になった

際は，鹿児島赤十字病院や国公立病院等の医療救護班のほか，必要に応じ，県医師会

との災害時医療救護協定に基づく医療救護班やＤＭＡＴの派遣を要請します。

イ 地域災害拠点病院等の機能等の充実

○ 災害発生時において地域の医療機関を支援するための地域災害拠点病院について，

引き続き医療機器の設備整備等による機能の充実に努めるとともに，他の医療機関に

ついても，関係機関との連携強化及び各医療機関との機能分担による災害医療体制の

整備を促進します。

ウ 災害時に必要な医薬品等の確保

○ 災害発生の際，圏域内医療機関と連携するとともに，地域の薬剤師会の協力を得て

被災地等への医薬品等の供給及び救護所等における保管管理，服薬指導等の医療救護

活動の支援体制を確立します。

エ 病院における災害対策の強化

○ これまでの災害等も踏まえ，医療機関が自ら被災することも想定した上で，災害時
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における傷病者の受入方法，救護班の派遣方法を記した「病院防災マニュアル」を各

医療機関が整備することを促進します。

○ 災害発生時には，「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」を活用し，被災

した医療機関の医療提供機能の維持を図ります。

オ 災害時における傷病者及び医療救護班等の移送体制の確保

○ 災害時の傷病者の搬送先については，「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩ

Ｓ）」等を活用し，救急搬送を行う消防機関や他圏域の災害拠点病院等との医療機関

の連携により，迅速な確保に努めます。

○ また，大規模災害時において広域応援に従事する医療救護班の被災地への迅速な派

遣や傷病者の搬送については，派遣及び搬送ルートの優先的な確保のほか，ヘリコプ

ター等を利用するなど，自衛隊や消防機関，警察機関等との連携の充実を図ります。

カ 災害医療に関する普及啓発の充実

○ 救急蘇生法，トリアージ（治療の優先順位に基づく負傷者の区分け）の意義等に関
そ せ い

する地域住民への普及啓発や，医療関係者等に対する災害時医療に関する研修・訓練

の充実に努めます。

キ 災害医療に関する医療連携体制の構築

【図52】鹿児島県の災害医療連携体制図
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【表76】災害医療に関する医療連携体制の医療機能等の基準や医療機関

連 携

健康管理

【機能】 救護所，避難所における健康管理

【目標】 ・災害発生後，救護所・避難所に医療従事者を派遣し，被

災者に対する感染症の蔓延防止，衛生面のケア

・災害時傷病者の状態に応じた適切な医療の提供

【医療機関等】 西之表保健所，屋久島保健所，せいざん病院，種子島医療センター， ・ ・ ・

中種子クリニック，公立種子島病院，ともファミリークリニック， Ｅ 消 他

屋久島尾之間診療所，小瀬田みんなの診療所 Ｍ 防 医

【基準】 ・被災者に対する感染症の蔓延防止，衛生面のケア， Ｉ 機 療

メンタルヘルスケアを適切にできるスタッフがいる Ｓ 関 圏

・携行式の応急用医療資機材，応急医薬品 の 等 医

一般医療 活 行 療

【機能】 災害時における入院を必要としない医療 用 政 機

【目標】 ・災害時傷病者の状態に応じた適切な医療の提供 等 機 関

【医療機関】 種子島医療センター，百合砂診療所，中種子クリニック， に 関 と

公立種子島病院，ともファミリ－クリニック，門野医院， よ と の

屋久島尾之間診療所，屋久島町口永良部へき地出張診療所， る の 連

屋久島町栗生診療所，屋久島町永田へき地出張診療所， 情 連 携

小瀬田みんなの診療所，屋久島徳洲会病院 報 携

【基準】 ・災害時傷病者に対する外来診療 の

・近隣医療機関との連携が可能である 共

救急医療 有

【機能】 災害時における入院を要する救急医療

【目標】 ・災害時傷病者の状態に応じた適切な入院を要する救

急医療の提供

【医療機関】 種子島医療センター，公立種子島病院，屋久島徳洲会病院

【基準】 ・救急医療に関する知識・経験を有する医師がいる

・必要な施設・設備

地域災害拠点病院等

【機能】 災害時に多発する重篤救急患者の救命医療

【目標】 ・多発外傷等の重篤患者の救命医療

・患者等の受入・搬出を行う広域搬送

【医療機関】 種子島医療センター

【基準】 ・重篤な救命医療を行うために必要な施設・設備・医

療従事者

・多数の患者に対応可能な居室や簡易ベッド

・診療機能を有する施設が耐震構造であること

・救急医療に関する知識・経験を有する医師がいる
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*1 無医地区：医療機関のない地域で，当該地域の中心的な場所を起点として，概ね半径４㎞の区域内に人口

50人以上が居住している地域であって，かつ，容易に医療機関を利用することができない地区。（無歯科医

地区についても同様の定義）

*2 準無医地区 : 無医地区には該当しないが,無医地区に準じた医療の確保が必要と各都道府県知事が判断し，

厚生労働大臣に協議し適当と認めた地区。巡回診療等による医療の提供が必要と認められることなどが要件

となる。（準無歯科医地区についても同様の定義）

*3 無医地区等の数：無医地区調査（県保健医療福祉課） による。

*4 へき地診療所の数：平成30年4月1日現在（県保健医療福祉課）による。西之表市（種子島産婦人科医院），

屋久島町（口永良部島へき地出張診療所，永田へき地出張診療所，栗生診療所）

（３） 離島・へき地医療

【現状と課題】

ア 現状

○ 圏域には無医地区
*1
はありませんが，準無医地区

*2
６か所，無歯科医地区１か所があ

ります。*3また無医島としては口永良部島があります。

○ 離島・へき地医療の確保のため，西之表市に１か所，屋久島町に３か所，それぞれ

へき地診療所が設置されていますが，医療を継続するために，欠員がでないよう医師

確保に努めなければならない状況があります。
*4

○ 県では，へき地診療所等を支援する医療機関として，県内18施設をへき地医療拠点

病院として指定し，へき地診療所への医師派遣や鹿児島大学医学部，県医師会の協力

による特定診療科（眼科，耳鼻科，皮膚科等）の巡回診療を行っているほか，県歯科

医師会に委託して歯科の巡回診療を行っています。

○ さらに，県立病院局にへき地医療支援機構を設置し，へき地診療所等の医師が研修

等で不在となる際の代診医の派遣調整を行うなど，離島・へき地の継続的な医療確保

に努めています。

【表77】へき地医療拠点病院一覧（平成29年8月1日現在）

区 分 機 関 名

県立北薩病院，南風病院

霧島市立医師会医療センター

北部地区 相良病院，済生会川内病院

出水総合医療センター，青雲会病院

出水郡医師会広域医療センター

へき地医療拠点病院 県立薩南病院

（18施設） 南西地区 鹿児島赤十字病院，今給黎総合病院

種子島医療センター

県民健康プラザ鹿屋医療センター

大隅地区 曽於医師会立病院，恒心会おぐら病院

肝属郡医師会立病院，垂水中央病院

奄美地区 県立大島病院

○ なお，平成19年度に救急医療やへき地医療などの公益性の高い医療を担う社会医療

法人制度が創設され，圏域では１法人が同制度の認定を受け，離島・へき地医療の支
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*1 圏域における社会医療法人：社会医療法人義順顕彰会が，種子島医療センターの行うへき地医療で認定を

受けている。

*2 平成24～28年の救急搬送件数：熊毛地区消防組合調べによる。

*3 ランデブーポイントの数：平成30年11月19日現在における数（県保健医療福祉課）

援を行っています。
*1

○ 離島・へき地の医師の確保については，自治医科大学の卒業医師を，一定期間，へ

き地診療所等に派遣しているほか，県ホームページによる医師募集情報の提供，さら

には，県内の離島・へき地医療機関等での勤務を志す鹿児島大学の医学生（地域枠入

学生）に対して，修学資金を貸与するなど，将来にわたる離島・へき地の医師確保対

策がなされています。

○ また，平成20年9月には県庁内に「ドクターバンクかごしま」事務局を設置し，離

島・へき地を含めた県内の公立医療機関へ医師の就業を紹介・斡旋する「無料職業紹

介事業」を実施しています。職業紹介の概要は次のとおりです。

「ドクターバンクかごしま」の職業紹介の概要

○ 離島・へき地における看護職員の確保については，看護職員の確保が困難な施設等

での就業を志す看護師等養成施設生徒に対する看護職員修学資金等貸与事業を実施し

ています。

○ また，病院内保育所運営費補助や新人看護職員卒後研修による定着支援・離職防止，

ナースセンターによる復職支援など，総合的に看護師確保対策に取り組んでいます。

○ 救急医療体制については，県下全域において初期（軽症患者）・第二次（重症患

者）・第三次（重 篤患者）に対する体制がとられています。離島等からの急患搬送
じゅうとく

については，地域の医療機関で対応困難な緊急を要する患者を，ヘリコプター（県ド

クターヘリ，県防災ヘリ，鹿屋海上自衛隊ヘリ）等で搬送する体制が整備されていま

す。圏域における平成24～28年の救急搬送の件数
*2
は年間平均約87件で，主な理由と

して心疾患や脳血管疾患などがあげられます。

県ドクターヘリは平成23年12月から運航開始となり，圏域には72箇所の離着陸場

（ランデブーポイント）
*3
が確保されています。鹿児島市立病院から圏域までの所要

時間は最長35分ですが，へき地の救急医療の充実に寄与することが期待されます。

イ 課題

○ へき地診療所等については，全国的な医師不足・地域や診療科目による偏在の状況

の中で，へき地診療所等の医師確保が困難になっています。医師の確保や，初期救急

医療・プライマリケアの確保，施設・設備の整備が課題となっています。

○ また，看護職員も不足傾向にあり，その確保が課題としてあげられます。
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○ 遠隔医療については，十分な活用がなされておらず，診療所等と支援側病院の連携

体制の確立，画像診断装置等の設備整備，通信回線速度の高速化が課題となっていま

す。

○ 離島・へき地の救急医療体制については，初期及び第二次救急医療体制の確保・充

実や，ヘリによる輸送体制の一層の迅速化，高規格救急車の導入等救急搬送体制の一

層の充実が必要です。

○ 平成28年度県民保健医療意識調査結果によると，圏域では他の圏域と比較すると，

眼科，耳鼻咽喉科，皮膚科，脳神経外科，整形外科の診療科目に不自由を感じる割合
いんこう

が高くなっており，これらの特定診療科の医療の確保が課題となっています。

【施策の方向性】

ア 医療従事者の確保

○ 医師の確保については，自治医科大学卒業医師の活用や，鹿児島大学医学部地域枠

制度と連動した医師修学資金貸与制度の充実，｢ドクターバンクかごしま」による医

師募集などに取り組みます。

○ 医師の確保・定着のための環境づくりとして，住宅整備などの生活環境の整備等医

師の待遇の向上，最新医療・高度医療に関する専門的な研修機会の確保などを促進し

ます。

○ 離島・へき地医療に求められる総合医としての必要な技術をへき地拠点病院等で研

修する制度を推進します。

○ 看護職員の確保・定着については，市町や県ナースセンター，看護職員養成機関等

と連携を図りながら，看護師募集や専門的な研修機会の確保などに取り組みます。

イ 医療の確保

○ 離島・へき地医療を確保するため，へき地診療所への代診医派遣体制の強化など，

へき地医療支援機構の機能の一層の充実を図るとともに，へき地医療支援機構，へき

地医療拠点病院，へき地診療所の連携体制を強化します。

○ 離島・へき地の医療需要に対応するため，引き続き，へき地診療所，へき地医療拠

点病院の円滑な運営及び施設設備の充実を促進します。

○ 離島・へき地の医療支援のため，へき地医療拠点病院や鹿児島大学病院，県立病院

のほか，公的病院や地域医療支援病院の医師の活用などについても検討します。

○ このほか，最寄りの医療機関までの交通環境の整備による無医地区等の解消につい

て，引き続き関係機関や市町と連携して取り組みます。

ウ 離島・へき地医療の普及・啓発

県ホームページ等の活用により，離島・へき地医療の現状及び支援体制等について医

療従事者はもとより広く地域住民に周知を図ります。
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エ 離島・へき地医療に関する医療連携体制

【図53】熊毛地区離島・へき地医療連携体制図

【表78】熊毛地区離島・へき地医療連携体制

目標 無（歯科）医地区における保健指導の提供 離島・へき地における医療 離島医療を支援する医療の機能

・保健師等による保健指導の実施 ・プライマリーの診療が可能な医療 ・巡回診療等による医療の確保

・地区の保健衛生状態の把握 ・巡回医療等の実施 ・へき地診療所への代診医の派遣及び技術指導

・へき地診療所，保健所等との連携に基づく地区
の実情に応じた活動

・へき地医療拠点病院等における研修への参加
・離島・へき地の医療従事者に対する研修の実
施，研修施設の提供

・遠隔診療等の実施

・高度診療機能による，へき地医療拠点病院の診
療活動の援助

＜屋久島町＞ ＜屋久島町＞ ＜南種子町＞

・屋久島町役場 ・屋久島町永田へき地出張診療所 ・公立種子島病院

・屋久島町口永良部へき地出張診療所 ・小瀬田みんなの診療所 ＜へき地医療拠点病院＞

・屋久島町栗生診療所 ＜西之表市＞ ・県立薩南病院

・小瀬田みんなの診療所 ・種子島産婦人科医院 ・鹿児島赤十字病院

・今給黎総合病院

＜県＞ ＜巡回診療を行う医療機関等＞ ・種子島医療センター

・屋久島保健所 ・鹿児島大学病院

・西之表保健所 ・鹿児島県医師会 ＜へき地医療確保対策に係る総合調整＞

・へき地医療支援機構

機能

医療機関等
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（４） 周産期医療

【現状と課題】

ア 母子保健関係指標の状況

○ 圏域における周産期死亡率は3.4で，平成25年～平成27年は県を下回っていましたが，

平成28年は県3.1とほぼ等しくなってきています。

○ 圏域における乳児死亡は，平成22～26年で0～1人で，平成27年2人，平成28年は1人

でしたが，平成28年は0人となっています。新生児死亡については，平成22年，24年，

27年に1人でしたが，平成28年は0人となっています。

○ 県の乳児死亡の原因は，平成28年では「周産期に発生した病態」が10人（31.3%），

「先天奇形・変形及び染色体異常」が10人（31.3%）となっています。乳幼児突然症候

群は，その9割が乳児期に起こると言われています。

○ 圏域における低出生体重児出生数は，平成28年で22人です。低出生体重児の割合で

みると圏域7.6％であり，県10.3％より低い状況です。出生体重2,000ｇ～2,499ｇの出

生が20人，1,500～1,999gの出生が2人となっています。県では，若干の変動はあるも

のの，低出生体重児の出生は，増加傾向にあることから，今後の動向には注意が必要

です。

【表79】母子保健の主な指標

区 分 乳児死亡率 新生児死亡率 周産期死亡率 低出生体重児出生 死 産 率 妊産婦死亡率

(出生千対) (出生千対) (出産千対) 割合(出生百対) (出産千対) (出産10万対)

年 圏域 県 圏域 県 圏域 県 圏域 県 圏域 県 圏域 県

平成22年 2.5 2.2 2.5 1.0 9.4 4.4 8.4 10.4 44.7 30.0 0.0 6.4

平成23年 0.0 2.4 0.0 1.0 2.6 4.5 9.4 10.5 23.6 28.6 0.0 6.4

平成24年 2.6 1.9 2.6 0.9 7.6 3.4 8.9 10.2 35.5 27.5 0.0 0.0

平成25年 0.0 2.5 0.0 1.0 2.9 3.3 9.5 10.4 28.7 28.1 0.0 0.0

平成26年 2.9 2.7 0.0 1.2 2.8 3.3 9.9 11.1 33.6 26.7 0.0 0.0

平成27年 5.6 2.6 2.8 1.1 2.8 4.1 7.8 10.4 16.5 26.1 0.0 0.0

平成28年 3.5 2.3 0.0 0.7 3.4 3.1 7.6 10.3 10.3 23.3 0.0 0.0

[人口動態統計]

イ 医療提供体制等

○ 県においては，リスクの高い妊娠に対する高度な医療及び高度な新生児医療等を行

うことができる鹿児島市立病院（総合周産期母子医療センター）を中心とした総合的

な周産期医療体制を整備し，安心して子どもを産み育てることができる環境づくりを

推進しています。

○ 県の地域周産期母子医療センターは５ケ所で，鹿児島大学病院，今給黎総合病院，

済生会川内病院，県民健康プラザ鹿屋医療センター，県立大島病院を認定しています。

地域の医療機関からリスクの高い妊婦や新生児を受け入れ，緊急帝王切開術への対応

や人工換気装置による新生児の呼吸管理など比較的高度な周産期医療を提供するなど，

地域の拠点病院としての役割を果たしています。

○ 圏域における分娩取扱医療機関は，２施設となっています。産科医師数は，平成29

年で2.3人，産科医一人当たりの分娩件数は99.6であり，県の121.6を下回っています。
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*5 障害児通所支援事業所：児童福祉法に基づく児童発達支援，放課後等デイサービス等を実施する事業所

○ 圏域における助産師数は，7人となっています。圏域の出生千人当たりの助産師数は

24.3であり，県26.4と比較し差がなくなってきています。

【表80】分娩取扱医療機関数（各年4月1日現在）

区 分 分娩取扱医療機関数 出生千人当たりの分娩取扱医療機関数

年 圏域 県 圏域 県

平成22年 2 53 5.6 3.6

平成26年 2 44 5.9 3.0

平成29年 2 42 7.0 3.1

[県子ども家庭課]

【表81】分娩取扱医療機関の産科医数（各年4月1日現在） （単位：人，件）

区 分 産科医師数 出生千人当たりの分娩取扱 産科医一人当たりの分

年 産科医師数 娩件数

圏域 県 圏域 県 圏域 県

平成22年 2.0 130.1 5.1 8.4 153.5 121.4

平成26年 2.1 113.6 6.2 7.8 126.2 134.4

平成29年 2.3 121.0 8.0 8.8 99.6 121.6

[県子ども家庭課]

【表82】分娩取扱医療機関の助産師数（各年4月1日現在）

区 分 助産師数 出生千人当たりの助

年 産師数

圏域 県 圏域 県

平成22年 2 312 5.6 20.9

平成26年 6 329 17.8 22.5

平成29年 7 362 24.3 26.4

[県子ども家庭課調べ]

○ 圏域における周産期の救急時の対応は，ヘリコプタ－（県ドクターヘリ・防災ヘリ，

鹿屋海上自衛隊ヘリ）や船舶（第十管区海上保安本部）による総合周産期母子医療セ

ンター等への搬送を行っています。

平成23年12月から県ドクターヘリの運航開始により，救急時の搬送体制の整備が図

られ，周産期の救急医療が充実しました。

○ 周産期医療施設を退院した障害児等の療養・療育の体制としては，医療機関での療

育，保健師の家庭訪問・相談や市町等の療育関係者による相談・支援が行われていま

す。

○ 圏域には，障害児通所支援事業所
*5が３か所あり，県こども総合療育センター等と連

携して支援を行っています。

ウ 課題

○ 妊娠から出産，新生児に至る高度専門的な医療が円滑に受けられるよう周産期医療

ネットワークの充実強化を図る必要があります。また，医療機関と地域保健機関のさ
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らなる連携を推進し，妊産婦のリスク管理や保健指導等の充実により，一貫した母子

支援体制の整備も必要です。

○ 圏域においては産科医が少なく，また，高度な医療機能を持つ産科医療施設がない

ことから，産科医の確保と周産期の救急医療に対応するため救急搬送体制の一層の充

実が必要です。

○ 産科医が少ない中で，助産師の役割はますます重要ですが，助産師の安定的な確保

が課題です。

○ 周産期医療施設を退院したリスクのある児や障害児，家族に対する地域での支援

（療養・療育等）が提供できるよう保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関

が相互に連携を強化していく必要があります。

【施策の方向性】

ア 周産期医療連携体制の構築

○ 総合及び地域周産期母子医療センターと地域周産期医療関連施設間の連携強化と，

搬送体制や後方支援体制等のさらなる充実を図ることなどにより，総合的な周産期医

療体制を整備し，安心して子どもを産み育てることができる環境づくりを推進します。

○ 圏域においては，産婦人科医や分娩を取り扱う医療施設が少ないことから，妊娠・

出産に関する安全性を確保するために，関係機関と連携を図りながら周産期の救急搬

送体制の整備の推進を図るとともに，産科医・助産師等の確保や地域の拠点病院との

医療連携を促進します。

○ 産科医の負担や妊婦のリスク軽減のため，情報通信技術（ICT）を活用した遠隔医療

システムの導入について検討します。

イ 周産期にかかる母子支援体制の充実

○ 妊産婦や障害児等のリスク管理や保健指導等の充実による一貫した母子支援体制の

整備を推進するため，医療，保健，福祉の各関係機関との連携強化に努めます。

○ 妊娠早期から適切な医療や保健指導が受けられるよう，妊娠満11週以内の妊娠届出

や妊娠週数に応じた適切な妊婦健康診査の受診の重要性や，妊娠･出産に関する相談窓

口について，あらゆる機会をとらえ普及啓発に努めます。

○ 妊娠中の女性労働者が健康診査等を受けるための時間を確保し，医師等の指導事項

を守ることができるよう，「母性健康管理指導事項連絡カード」の利用を促進します。

○ 女性健康支援センターの周知・利用促進を図り，教育機関等と連携し性教育や心の

健康づくり等の健康教育の充実を図ります。

○ 不妊治療費助成等や不妊専門相談窓口等における相談体制の充実を図ります。

○ 育児不安や産後うつ病などの妊産婦の心の健康問題やハイリスク妊産婦については，

その健やかな母性を育み守るため，医療機関や行政，精神保健福祉センターとの支援

体制の充実に努めます。

○ 低出生体重児に関する現状把握や分析を引き続き行うとともに，低出生体重児の低

減に向けた対策に努めます。関係機関と連携し低出生体重児出生後の支援体制の充実

を図ります。
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【図54】周産期医療に関する医療連携体制図

[県こども家庭課作成]

【表83】熊毛地区周産期医療機能基準

A 正常分娩

【機 能】 正常分娩（日常生活・保健指導，新生児の医療相談を含む。）

【目 標】 ・正常分娩対応

・妊婦健診を含めた分娩前後の診療

・他医療機関との連携によるリスクの低い帝王切開術の対応

【医療機関】 ・種子島産婦人科医院，屋久島徳洲会病院

【基 準】 ・産科に必要とされる検査，診断，治療の実施ができる。

・正常分娩の安全な実施ができる。

・他の医療機関との連携による，合併症や，帝王切開術その他手術への対応がで

きる。

・市町保健センターと連携して，妊産婦の医療相談・保健指導やメンタルヘルス

への対応ができる。

・リスク管理の必要な妊産婦について，地域周産期医療施設，総合周産期医療施

設との相互連携で対応できる。

97



第４章 安全で質の高い医療の確保

２ 事業別の医療連携体制

B 地域周産期医療

【機 能】 周産期に係る比較的高度な医療

【目 標】 ・周産期に係る比較的高度な医療行為

・２４時間体制での周産期救急医療（緊急手術を含む）

【医療機関】 【地域周産期母子医療センター】

・今給黎総合病院，済生会川内病院，県民健康ﾌﾟﾗｻﾞ鹿屋医療ｾﾝﾀｰ，県立大島病院

【基 準】 ・産科及び小児科（新生児医療を担当するもの）を有する。

・緊急帝王切開術等比較的高度な医療を提供することのできる施設を備えている。

・新生児病室等の保有（ＮＩＣＵをもうけることが望ましい）。

・小児科において，２４時間体制を確保するために必要な職員が配置されている。

・産科において，帝王切開術が必要な場合，迅速に手術への対応が可能となるよう

な医師及びその他の各種職員が配置されている。

・地域周産期医療関連施設からの救急搬送の受入，総合周産期母子医療センター等

との連携ができる。

C 総合周産期医療

【機 能】 母体・児におけるリスクの高い妊娠に対する医療，高度な新生児医療

【目 標】 ・母体・児におけるリスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療

・周産期医療システムの中核としての地域の医療施設との連携

・周産期医療情報センター機能

【医療機関】 ・鹿児島市立病院（総合周産期母子医療センター）

・鹿児島大学病院（地域周産期母子医療センター）

【基 準】 ・産科及び小児科，麻酔科その他の関係診療科目を有する。

・母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）を有する。

・新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）を有する。

・後方病室を有する。

・新生児用ドクターカー

・血液検査，エックス線検査，超音波診断装置（カラードップラー機能を有するも

の）等による検査機能を有する。

・血小板等成分輸血を含めた輸血の供給ルートを常に確保し，緊急時の大量使用に

備えている。

・母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）及び新生児集中治療管理室（NICU) の
24時間診療体制を適切に確保するために必要な職員を配置している。

・周産期医療情報センター機能をもち，療養・療育が必要な児の情報（診療情報や

治療計画等）の共有ができる。

D 療養・療育支援

【機 能】 退院した障害児等への生活の場での療養・療育への支援

【目 標】 ・周産期医療施設を退院した障害児等の生活の場での療養・療育を支援する体制の

提供

・在宅で療養・療育している児の家族に対する支援

【医療機関 ・種子島医療センター，屋久島徳洲会病院，和田医院

等】 ・児童発達支援及び放課後等デイサービス事業所 等

【基 準】 ・人工呼吸器の管理が必要な児や，気管切開等のある児の受入

・児の急変に備えた，救急対応可能な病院との連携

・医療・保健及び福祉サービス（レスパイトを含む）との連携・調整

・自宅以外の場における，障害児の適切な療養・療育の支援

・家族に対する精神的サポート等の支援 (※上記のいずれかでも可）
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（５） 小児・小児救急医療

【現状と課題】

ア 小児の死亡数，疾病構造等

○ 県における小児の死亡は，平成28年は，0歳で32人，1～4歳で8人，5～9歳で5人，

10～14歳は7人となっています。圏域においては0歳で１人，１～4歳で2人となってい

ます。

【表84】小児の死亡数（平成28年） （単位：人）

区 分 0歳 1～4歳 5～9歳 10～14歳

圏域 1 2 0 0

県 32 8 5 7

[衛生統計年報]

○ 乳児死亡数は，平成24～28年の5年間で5人となっています。

平成28年の県全体の乳児死亡の死因別割合は，平成28年は「先天奇形・変形・染色

体異常」と「周産期に発生した病態」が同率で31.3％と最も高くなっています。

次いで「乳幼児突然死症候群」が6.2％となっています。

【表85】乳児死亡数 （単位：人）

区分 乳児死亡数 乳児死亡率（出生千対）

年 （圏域） 圏域 県

平成24年 1 2.6 1.9

平成25年 0 0.0 2.5

平成26年 1 2.9 2.7

平成27年 2 5.6 2.6

平成28年 1 3.5 2.3

[衛生統計年報]

○ 圏域の平成29年度末における小児慢性特定疾患児数は64人であり，「内分泌疾」が

21人(30.4％)と最も多く，次いで「慢性心疾患」が11人(17.4%)，「悪性新生物」8人

(11.6％)，「慢性腎疾患」が7人(10.2%)，「神経・筋疾患」が7人(10.2%)となってい

ます。

【表86】小児慢性特定疾患児の疾患群別割合(平成29年度) （単位：実人，％）

内分泌 慢性心 悪 性 慢性腎 神経・

疾 患 疾 患 新生物 疾 患 筋疾患 糖尿病 その他 計

疾患児数(圏域) 21 12 8 7 7 5 9 69

割合(%) 30.4 17.4 11.6 10.2 10.2 7.2 13.0 100.0

疾患児数(県) 791 632 247 210 138 158 368 2,544

割合(%) 31.1 24.8 9.7 8.3 5.4 6.2 14.5 100.0

[県子ども家庭課]

第４章 安全で質の高い医療の確保

２ 事業別の医療連携体制

99



イ 小児医療の提供体制

○ 圏域で小児科を標 榜している医療機関は，平成26年において3施設あり，小児人口
ひょうぼう

1万人当たりの医療機関数は圏域で5.0であり，県11.6，全国14.6を下回り，圏域別に

みると，当圏域が最も少なくなっています。

○ 主たる診療科目が小児科である医師数は，平成26年で2人で，小児人口１万人当たり

では平成26年度において3.3人であり，県平均（8.0人）を下回っていましたが，平成

30年10月現在では，小児科医が種子島医療センターに3人，公立種子島病院に１人の常

勤医師が確保され，小児医療提供体制の充実・強化が図られてきています。

【表87】小児科医療機関数及び小児科医師数 （単位：人）

小児科標榜医療機関数 小児科

病院 診療所 合計 専門医師数

圏 数 3 0 3 2

域 小児人口1万人当たりの

医療機関数 5.0 0.0 5.0 3.3

数 45 219 264 183

県 小児人口1万人当たりの

医療機関数 - - 11.6 8.0

[平成26年医療施設調査，医師・歯科医師・薬剤師調査，平成26年推計人口]

【表88】小児科医療機関数

区分 薩摩 北薩 姶良・伊佐 大隅 熊毛 奄美 県計 全国

医療機関数 120 28 47 30 3 36 264 23,528

病院 17 4 6 5 3 10 45 2,656

診療所 103 24 41 25 0 26 219 20,872

小児人口1万人当

たりの医療機関数 10.8 9.9 13.8 9.4 5.0 21.9 11.6 14.6

[平成26年医療施設調査，平成26年推計人口]

○ 小児救急医療（第二次救急医療体制）については，鹿児島市立病院（小児救急医療

拠点病院）を始め鹿児島圏域の拠点病院との連携により，重篤な小児患者については

救急医療体制を確保するなど，地域の医師会による取り組みが行われています。

○ 小児救急医療（第三次救急医療体制）については，鹿児島大学病院や鹿児島市立病

院（救命救急センター）が対応しています。

○ 小児がんは，生活習慣と関係なく，乳幼児期から若年成人まで幅広い年齢に発症し，

多種多様ながん種からなることから，必ずしも適切な医療が受けられていない可能性

があることや，長期にわたって日常生活や就学・就労に支障を来すこともあり，患者

の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期的な支援や配慮が必要です。

○ 県では，小児患者を持つ保護者等の不安を軽減するとともに，医師の負担軽減や夜

間急患の混雑緩和を図る為，「小児救急電話相談事業(♯8000)」を実施しています。

当事業については，平成28年6月から相談時間を延長しています。

ウ 地域診断からみた課題

○ 最近においては，共働きの増加や育児不安，専門医志向による夜間・休日受診の増

第４章 安全で質の高い医療の確保

２ 事業別の医療連携体制

100



第４章 安全で質の高い医療の確保

２ 事業別の医療連携体制

加など，小児医療へのニーズは増大しています。しかし，こうしたニーズに対応する

地域の拠点病院等においては，限られた小児科医等で対応することになるため，長時

間労働や頻繁な宿当直など医師の労働環境が悪化しています。

このようなことから，地域の拠点病院等においても小児科医の確保が困難となって

きています。

○ 「小児救急電話相談事業」については，小児患者を抱える保護者等の不安の軽減と，

夜間急患の混雑緩和を図るため，圏域の保健所，市町においてもなお一層の周知が必

要です。

○ 地域間の格差を解消し，良質な小児医療を安定的に提供していくためには，限られ

た医療資源を効率よく活用し，二次保健医療圏を超えた広域での連携・協力体制の構

築に取り組む必要があります。

【施策の方向性】

ア 小児医療の提供体制

○ 小児医療については，限られた医療資源の効率的な活用を図り，小児患者が安全で

良質な医療を受けられるよう，病院，診療所などが担う役割（初期小児救急，小児専

門医療や入院医療など）を明確にしながら役割分担を進め，小児患者の症状に応じた

対応ができる連携体制の確保に取り組みます。

○ 小児の初期救急医療については，現行の在宅当番医制の中で小児医療を円滑に提供

するため，小児科専門医以外の医師に対する小児科研修の実施促進や，小児科の第二

次救急医療機関への紹介体制の充実など，小児の初期救急医療に対する支援体制の充

実を促進します。

○ 小児の第二次救急医療体制については，二次保健医療圏単位で中核的な医療機関が

対応している現行の小児救急医療提供体制の維持に努めながら，医療機能の分化と連

携を促進し，小児救急医療の充実強化を図ります。

○ 小児の第三次救急医療体制については，引き続き，救命救急センターや総合周産期

母子医療センター等を中心とした医療を提供します。

○ 小児がんについては，小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受け

られるよう鹿児島大学病院を中心とした連携体制の構築を促進します。

イ 救急搬送体制の充実・強化

○ 重篤患者等に係る救急搬送体制の充実・強化に努めます。特に，圏域における重篤

患者等の搬送については，ドクターヘリ出動における時間短縮に取り組むとともに，

消防防災ヘリや自衛隊等の関係機関との連携などを図りながら，救急搬送体制の充実

・強化を図る必要があります。

ウ 相談体制や受診啓発等

○ 夜間・休日に子どもの急病時に電話で看護師等が症状に応じて適切な助言を行う

「小児救急電話相談事業」の周知徹底により，患者からの相談体制を確立するととも

に，夜間急患の混雑緩和を促進します。

○ 市町村など関係団体等が育児教室や健診を通じて，患者の受療行動面に働きかけ，

適切な受診が促進されるよう取り組みます。

○ 冬場のインフルエンザなど，予防対策を推進することにより，夜間・休日における

患者の集中の緩和に努めます。
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エ 小児・小児救急医療に関する医療連携体制の構築については，次のとおりです。

【図55】小児・小児救急医療に関する医療連携体制図
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【表89】小児医療

連 携

相談支援等 ● ● ●

【機能】 健康相談等の支援機能 よ 療 鹿

【目標】 ●子供の急患時の対応支援 ・地域医療の情報提供 り 養 児

●適切な救急搬送 専 ・ 島

【医療機関等】 行政機関 門 療 圏

種子島医療センター 公立種子島病院 小瀬田みんなの診療所 的 育 域

【基準】 ●子どもの急患時の対応支援ができる な を の

●地域医療の情報提供ができる 医 要 小

●適切な救急搬送ができる 療 す 児

●情報提供・広報活動ができる を る 専

●救急医療システムを活用し，適切な搬送ができる 要 小 門

一般小児医療 す 児 病

【機能】 地域の小児医療を担う機能 る の 院

【目標】 ●地域に必要な一般小児医療 な 退 と

●生活の場での療養・療育が必要な小児に対する支援の実施 ど 院 の

【医療機関】 種子島医療センター 公立種子島病院 屋久島徳洲会病院 ， 支 連

【基準】 ●一般的な小児医療に必要とされる診断・検査・治療が実施で 対 援 携

きる 応 に

●急変時に備え，他の医療機関と連携対応している。 が 係

●保健・福祉サービス等の調整ができる 困 る

●家族への精神的支援ができる 難 連

地域小児医療 な 携

【機能】 地域に必要な小児専門医療 患

【目標】 ●一般の小児医療機関では対応が困難な患者に対する医療 者

●入院診療の実施 に

【医療機関】 種子島医療センター 公立種子島病院 屋久島徳洲会病院 係

【基準】 ●高度の診断・検査・治療が実施できる。 る

●慢性疾患の急変時に備えた，対応可能な医療機関との連携が 連

できる。 携

●常時監視・治療の必要な患者の入院治療ができる

●専門治療病院との診療情報の共有がある

●保健・福祉サービス等の調整ができる

●家族への精神的支援ができる

小児中核医療

【機能】 高度小児専門医療

【目標】 ●地域医療機関では対応が困難な患者に対する高度な専門入院

医療

【医療機関】 鹿児島大学病院 鹿児島市立病院

【基準】 ●広範囲の臓器専門医療を含めた，地域小児医療機関では対応

が困難な患者に対する高度専門的な診断・検査・治療ができ

る
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【表90】小児救急医療

連 携

一般小児医療 （初期小児救急） ● ● ●

【機能】 初期救急医療 よ 療 鹿

初期小児救急医療を担う機能 り 養 児

【目標】 初期小児救急医療の実施 専 ・ 島

【医療機関】 種子島医療センター 公立種子島病院 屋久島徳洲会病院 門 療 圏

【基準】 ●在宅当番医等初期小児救急医療を実施できる 的 育 域

●緊急手術や入院などを要する場合に備え，対応可能な医療 な を の

機関と連携できる 医 要 小

●開業医等による夜間休日の初期小児救急医療への参画がで 療 す 児

きる を る 専

地域小児医療 （入院小児救急） 要 小 門

【機能】 入院小児救急医療 す 児 病

入院を要する小児救急医療を担う機能 る の 院

【目標】 入院を要する小児救急医療を２４時間体制で実施 な 退 と

【医療機関】 種子島医療センター 屋久島徳洲会病院 ど 院 の

【基準】 ●入院を要する小児救急医療を２４時間体制で対応できる ， 支 連

●地域医療機関と連携した小児救急医療が実施できる 対 援 携

●高次専門的な医療機関と連携した対応を実施できる 応 に

●療養・療育支援を行う施設と連携ができる が 係

●家族への精神的支援ができる 困 る

小児中核医療 難 連

【機能】 小児救急救命医療 な 携

小児の救急救命医療を担う機能 患

【目標】 ２４時間体制での小児の救急救命医療 者

【医療機関】 鹿児島市立病院 鹿児島大学病院 に

【基準】 ●地域小児医療センターからの紹介患者や救急搬送による患 係

者を中心とした重篤な小児患者に対する２４時間３６５日体制 る

の救急医療ができる。 連

携
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